取締役会議事録
※本テンプレートは会社法第369条第3項及び第371条、会社法施行規則第101条第3項の法定記載事項を満たす標準的な議事録フォーマットです。
※作成日から10年間、本店に備え置く義務(会社法第371条第1項)があります。電子議事録の場合は、本店所在地から電子的にアクセス可能な状態で保管してください。
※決議事項と報告事項を明確に書き分けるフォーマットになっています。
※書面決議(みなし決議・会社法第370条)及び電磁的記録による議事録(会社法施行規則第225条)にも対応可能な構造です。

取締役会議事録
[会社の正式名称]

1. 開催の日時及び場所
	項目
	内容

	開催日
	[YYYY年MM月DD日]

	開催時刻
	開始[14:00]から終了[16:00]まで

	開催場所
	[会社本店所在地]又は[テレビ会議システム・ウェブ会議システム(Zoom等)による参加]

	開催方式
	☐ 対面開催 / ☐ Web会議併用 / ☐ 完全リモート(双方向で議事に参加できる方式)


(リモート開催の場合の注記)上記方式により、全出席者が議事の状況を相互に把握でき、同時に発言できる状態であった。

2. 議長及び議事録作成者
	項目
	内容

	議長
	代表取締役[氏名]

	議事録作成者
	[役職・氏名]



3. 出席状況

3-1. 取締役の出席状況
	役職
	氏名
	出席
	備考

	代表取締役
	[氏名]
	☐ 出席 / ☐ 欠席
	(欠席の場合は理由を記載)

	取締役
	[氏名]
	☐ 出席 / ☐ 欠席
	

	取締役
	[氏名]
	☐ 出席 / ☐ 欠席
	

	取締役
	[氏名]
	☐ 出席 / ☐ 欠席
	


取締役総数:[○]名、出席取締役数:[○]名(定足数:取締役総数の過半数=[○]名以上)

3-2. 監査役の出席状況
	役職
	氏名
	出席
	備考

	監査役
	[氏名]
	☐ 出席 / ☐ 欠席
	

	監査役
	[氏名]
	☐ 出席 / ☐ 欠席
	


監査役総数:[○]名、出席監査役数:[○]名

3-3. その他出席者
	役職
	氏名
	備考

	陪席者(議事録作成補助等)
	[氏名]
	



4. 議事の経過の要領及び結果
[YYYY年MM月DD日 14:00]、当社本店において取締役会を開催した。定刻、議長たる代表取締役[氏名]は、出席取締役の数及び監査役の出席状況を確認し、本日の取締役会が適法に成立した旨を宣言し、議長として議事を進行した。

4-1. 決議事項

第1号議案 [議案名(例:重要な財産の処分の件、多額の借財の件、代表取締役選定の件等)]
1. 議案内容:[議案の詳細・具体的内容を記載]
1. 提案理由:[なぜ本議案が必要なのか、その背景・必要性を記載]
1. 質疑応答の要旨(必要に応じて):
· 取締役[氏名]:[質問内容の要旨]
· 説明者[氏名]:[回答の要旨]
1. 特別利害関係取締役(該当する場合):
· 取締役氏名
· 上記取締役は議決に参加せず、退席(又は意見表明のみ行い議決には不参加)した
1. 採決結果:
· 議決権を有する出席取締役数:[○]名(特別利害関係取締役を除く)
· 賛成:[○]名
· 反対:[○]名
· 棄権:[○]名
1. 決議結果:☐ 賛成多数により可決 / ☐ 全員一致により可決 / ☐ 否決

第2号議案 [議案名]
(以下、上記と同様の構造で記載)
1. 議案内容:[議案の詳細]
1. 提案理由:[提案理由]
1. 質疑応答の要旨:[該当時のみ]
1. 特別利害関係取締役:[該当時のみ]
1. 採決結果:賛成[○]名、反対[○]名、棄権[○]名
1. 決議結果:[可決/否決]

4-2. 報告事項

報告事項1 業務執行状況の報告(会社法第363条第2項)
1. 報告者:代表取締役氏名
1. 報告内容の要旨:
· 当四半期の業績概況:[売上・利益・主要KPI等]
· 主要事業の進捗:[事業別の進捗報告]
· 重要な経営上の動向:[組織変更、新規事業、提携等]
· 今後の見通し:[次四半期以降の見通し]
1. 質疑応答の要旨(該当時のみ):
· 取締役[氏名]からの質問:[質問内容]
· 報告者からの回答:[回答内容]

報告事項2 [報告事項名(例:競業取引・利益相反取引の事後報告、社内コンプライアンスの状況等)]
1. 報告者:[役職・氏名]
1. 報告内容の要旨:[報告内容]
1. 質疑応答の要旨:[該当時のみ]

4-3. 監査役の意見(該当する場合)
	監査役
	意見の要旨

	監査役[氏名]
	[意見の内容(該当時のみ。「特になし」と記載することも可)]

	監査役[氏名]
	[意見の内容]



5. 議事の終了
以上をもって本日の議事を終了し、議長は[16:00]に閉会を宣言した。

6. 議事録への署名又は記名押印
会社法第369条第3項に基づき、出席取締役・監査役は本議事録の内容に相違ないことを確認し、署名又は記名押印する。 (電子的方法による議事録の場合は、出席取締役・監査役が電子署名法第3条要件を満たす電子署名を行う。)
[YYYY年MM月DD日]
[会社の正式名称]
	役職
	氏名
	署名又は記名押印

	代表取締役(議長)
	[氏名]
	印

	取締役
	[氏名]
	印

	取締役
	[氏名]
	印

	取締役
	[氏名]
	印

	監査役
	[氏名]
	印

	監査役
	[氏名]
	印



別紙1:取締役会議事録(書面決議・みなし決議)(参考フォーマット)
会社法第370条及び当社定款第○条に基づく書面決議の場合の議事録フォーマット。

取締役会議事録(書面決議)
[会社の正式名称]
会社法第370条及び当社定款第[○]条に基づき、以下のとおり取締役会の決議があったものとみなす。

1. 提案者及び提案日
	項目
	内容

	提案者
	[役職・氏名]

	提案日
	[YYYY年MM月DD日]



2. 議案

第1号議案 [議案名]
1. 議案内容:[議案の詳細]
1. 提案理由:[提案理由]
1. 特別利害関係取締役:[該当時のみ]

3. 取締役の同意
	役職
	氏名
	同意
	同意日

	代表取締役
	[氏名]
	☐ 同意
	[YYYY年MM月DD日]

	取締役
	[氏名]
	☐ 同意
	[YYYY年MM月DD日]

	取締役
	[氏名]
	☐ 同意
	[YYYY年MM月DD日]

	取締役
	[氏名]
	☐ 同意
	[YYYY年MM月DD日]


取締役総数:[○]名、同意取得数:[○]名(全員同意) 同意の意思表示方法:☐ 書面 / ☐ 電磁的方法(電子メール、電子契約サービス等)

4. 監査役の意見
	役職
	氏名
	異議の有無

	監査役
	[氏名]
	☐ 異議なし

	監査役
	[氏名]
	☐ 異議なし


(監査役全員から異議のない旨の意思表示を得たことを確認した。)

5. 決議の効力発生日
YYYY年MM月DD日

6. 議事録作成者
[役職・氏名]
[会社の正式名称]
	役職
	氏名
	署名又は記名押印

	代表取締役
	[氏名]
	印

	取締役
	[氏名]
	印

	監査役
	[氏名]
	印


[作成日:YYYY年MM月DD日]

別紙2:議事録運用ガイド
取締役会議事録を継続的に適法かつ効率的に運用するための実務ガイドです。

A. 議事録作成のフロー
1. 会議招集:取締役会の1週間前までに、議題・資料を全取締役・監査役に通知
1. 議事録の事前準備:議題ごとに想定される審議の流れ・記載項目をテンプレ化
1. 議事の進行・議事録作成:議事録作成者がリアルタイムで内容を記録
1. 議事録案の作成・確認:議事終了後、議事録作成者が議事録案を作成
1. 出席者への確認:議事録案を出席取締役・監査役に回覧
1. 署名又は電子署名取得:修正のない議事録に出席者全員が署名又は電子署名
1. 本店保管(10年間):適切な方法で本店所在地に保管

B. 書面決議(みなし決議)の運用フロー
1. 定款の確認:書面決議に関する条項が定款にあることを確認
1. 議案の提案:取締役の一人が、議案を書面又は電磁的方法で提案
1. 取締役全員からの同意取得:全取締役から書面又は電磁的方法による同意を取得
1. 監査役からの異議のない旨の確認:監査役全員から異議なき旨の意思表示を取得
1. 議事録の作成:同意取得完了日を効力発生日として議事録を作成
1. 保管:通常の議事録と同様に10年間保管

C. 電子議事録運用のチェックポイント
	チェック項目
	内容

	電子署名の方式
	電子署名法第3条要件を満たす方式の選択(立会人型・当事者型)

	改ざん防止措置
	タイムスタンプ等の措置

	可視性の確保
	ディスプレイ・プリンタで出力可能な形式

	保管方法
	電子契約サービスでの一元管理(検索機能付き)

	10年保管
	会社法第371条の保管期間管理

	閲覧請求対応
	株主からの閲覧請求(会社法第371条第2項)への対応体制



D. 議事録不備の典型パターン
避けるべき不備パターン:
	不備パターン
	影響

	議事録の作成漏れ
	会社法違反、決議の有効性が争われる

	出席者の署名・押印漏れ
	議事録の証拠力低下

	採決結果(賛成・反対・棄権数)の記載漏れ
	決議の有効性が不明確

	特別利害関係取締役の取扱い記載漏れ
	利益相反取引の効力が争われる

	監査役の意見記載漏れ
	監査の実効性が疑われる

	本店保管期間内の紛失
	過料(会社法第976条)



E. 議事録の保管期間と保管場所
	項目
	内容

	保管期間
	議事録作成日から10年間(会社法第371条第1項)

	保管場所(原則)
	会社の本店

	保管場所(支店)
	写し(議事録のコピー)を備え置くことが望ましい

	電子議事録の場合
	本店所在地から電子的にアクセス可能な状態で保管

	閲覧対応
	株主からの閲覧・謄写請求(権利行使に必要な場合)



印紙税について
本書(取締役会議事録)は、印紙税法上の課税文書に該当しないため、収入印紙は不要です。会社の内部機関書類であり、印紙税法別表第一の課税物件のいずれにも該当しないためです。

電子議事録なら印紙税も保管コストもゼロ
本書を電子的方法で作成・保管する場合、印紙税はかかりません。さらに、紙議事録の郵送・押印回覧・物理保管に伴うコストもゼロになります。
電子契約サービスを使えば、10年間の保管期間中の保管・検索・出力が容易です。

「取締役会議事録」と関連書類のセット運用
取締役会議事録は、会社の機関運営に関する以下の書類と一体的に運用することで、ガバナンス基盤が完成します。
	書類名
	役割

	取締役会議事録(本テンプレート)
	取締役会の議事の記録

	株主総会議事録
	株主総会の議事の記録

	監査役会議事録(該当する場合)
	監査役会の議事の記録

	招集通知
	取締役会・株主総会の招集通知

	取締役会規程・取締役会運営規程
	取締役会の運営ルール

	業務分掌規程・職務権限規程
	取締役の職務権限の整理

	取締役個別契約書
	役員報酬・退職慰労金等の個別契約


これらをそれぞれ整備することで、会社のガバナンス文書体系が完成します。
なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。
